
   

 

 

   

 

 
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有 
四半期決算説明会開催の有無    ： 有（証券アナリスト、機関投資家向け） 
  

 

   

 

   

 
（注）当社は、平成22年12月期に決算期を毎年３月末日から毎年12月末日に変更しております。そのため、連結経営成
績につきましては、平成22年12月期第２四半期（平成22年４月１日から平成22年９月30日）と平成23年12月期第２四半
期（平成23年１月１日から平成23年６月30日）の実績をもとに記載しております。 
  

   

 

 
  

  

 
(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 有 

  

 

 
(注１) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 有 

(注２) 当社は、平成22年12月期に決算期を毎年３月末日から毎年12月末日へ変更しております。平成22年12月期は
９か月間の変則決算であったため、通期業績予想につきましては、対前期増減率を記載しておりません。 
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四半期報告書提出予定日 平成23年８月９日 配当支払開始予定日 ―

(百万円未満切捨て)

1. 平成23年12月期第２四半期の連結業績（平成23年１月１日～平成23年６月30日）
 (1) 連結経営成績(累計)

(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第２四半期 13,811 △27.8 △482 ― △660 ― △711 ―

22年12月期第２四半期 19,130 3.6 223 ― △9 ― △248 ―

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年12月期第２四半期 △7.40 ―

22年12月期第２四半期 △2.58 ―

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第２四半期 36,390 15,164 40.0 151.24

22年12月期 39,298 16,071 39.3 160.69

(参考) 自己資本 23年12月期第２四半期 14,549百万円 22年12月期 15,457百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― ― ― 0.00 0.00

23年12月期 ― ―

23年12月期(予想) ― 0.00 0.00

3. 平成23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日）
(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 29,000 ― 0 ― △300 ― △400 ― △4. 16



  

 
 （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

 

 
（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結

財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりませ

ん。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。 

 なお、上記業績予想に関する事項については、四半期決算短信（添付資料）５ページ「連結業績予想

に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

4. その他（詳細は【添付資料】P.６「２．その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年12月期２Ｑ 97,540,646株 22年12月期 97,540,646株

② 期末自己株式数 23年12月期２Ｑ 1,344,608株 22年12月期 1,340,108株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期２Ｑ 96,197,290株 22年12月期２Ｑ 96,207,713株

(※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示)

(※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項)



  
 （参考） 

  平成23年12月期の個別業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

 

 
(注１) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 有 

(注２) 当社は、平成22年12月期に決算期を毎年３月末日から毎年12月末日へ変更しております。平成22年12月期は
９か月間の変則決算であったため、通期業績予想につきましては、対前期増減率を記載しておりません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。 

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 20,000 ― △300 ― △400 ― △400 ― △4. 16

(※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項)
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当社は、平成22年12月期に決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しております。そのため、連結業績

等に関する定性的情報につきましては、前四半期連結累計期間は平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で、当四半期連結累計期間は平成23年１月１日から平成23年６月30日までの実績をもとに記載しておりま

す。 

  

当第２四半期連結累計期間の事業環境は、欧州の財政問題、北アフリカや中東の政情不安、新興国地

域のインフレ圧力などの問題が山積しており、４月以降、回復の鈍化が見られるようになりました。 

 米国では、大企業の業績は回復傾向ながら、雇用環境は改善が進まず、賃金の伸び悩みが続きまし

た。更に、原油価格の高騰、原材料高騰により消費者物価が高騰し、実質個人消費支出は低調に推移し

ました。 

 欧州では、拡大傾向だった鉱工業生産は鈍化が見られ、財政問題の表面化が進んでいます。賃金の伸

びは低く抑えられた一方で、消費者物価の上昇が継続したことから、小売売上高は低調に推移するな

ど、回復のペースに鈍化が見られました。 

 日本では、震災影響による稼動低下、物流の混乱や計画停電による稼動抑制により、企業活動に多大

な影響が現れました。 

 アジア地域は、好調だった輸出産業に若干の減速が見られるものの、全体としては堅調に推移しまし

た。しかし、消費者物価の上昇は一貫して継続し、個人消費に影響が出てきています。 

  

当グループの属する電子機器市場においては、平成22年後半の過剰在庫の調整が続き、需要の弱さも

加わり、停滞が続きました。 

 ＰＣ市場は、個人向け需要の落込みが全体を引き下げ、停滞が続きました。タブレット端末は期待し

た程の販売には届きませんでした。 

 スマートフォン市場は、サービス、コンテンツ関連も含め活性化が持続しており、一部のブランドで

不調はあるもの全体としては好調に推移しました。 

 自動車市場は、先進国地域の回復は一段落し、震災以降は部品調達、国内での生産に大きく影響が出

ました。 

  

このような状況の中、当社はメタルアロイパワーインダクタ、積層チップパワーインダクタ、ケーブ

ルモデム用ダイプレクサ等の商品を戦略商品と位置付け、携帯電話、スマートフォン、ゲーム機、ノー

トパソコン、タブレット端末、ケーブルモデム等の市場に積極的に販売活動を行いましたが、半導体商

品の事業譲渡による売上減少と東日本大震災の影響による自動車、電気製品の生産減少及び為替影響を

受けて、売上高は前年同期比27.8％減の13,811百万円となりました。 

  

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報
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セグメントの業績は次の通りです。 

  

１ コイル応用商品部門 

コイル応用商品部門は、インダクタ、フィルタ、その他商品等で構成されており、主として音響映

像機器市場、車載機器市場、情報通信機器市場に使用されています。新商品であるDFE(超小型メタル

アロイパワーインダクタ)がスマートフォン向けに大幅に増加したものの、その他の商品においては

東日本大震災による影響やそれ以前の顧客の在庫調整等が影響し、売上高は前年同期比10.7％減の

10,049百万円となりました。 

  

２ モジュール商品部門 

モジュール商品部門は、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等で構成さ

れており、主として車載機器市場及び無線通信機器市場に使用されております。デジタルラジオ用モ

ジュールの販売が減少し、売上高は前年同期比40.4％減の1,108百万円となりました。 

  

３ 固体商品部門 

固体商品部門は、積層チップインダクタ、誘電体フィルタ、圧電セラミックス等で構成されてお

り、主として無線通信機器市場及び車載機器市場に使用されています。スマートフォン向けの積層チ

ップパワーインダクタが増加したものの、ゲーム機等の季節要因による減少の影響を受け、売上高は

前年同期比20.7％減の1,551百万円となりました。 

  

４ 半導体商品部門 

半導体商品部門は平成21年４月１日付で旭化成エレクトロニクス株式会社に事業譲渡しましたが、

その後も移行完了まで当社での販売が継続しております。同部門は、ダイオード等のディスクリー

ト、バイポーラIC、CMOS ICなどで構成されており、主として無線通信機器市場及び車載機器市場に

使用されております。主要顧客であった携帯電話客先の移管が既に１月より実施されたことから売上

が大幅に減少し、売上高は前年同期比72.8％減の1,102百万円となりました。 

尚、当社での半導体商品の販売は平成23年３月31日をもって終了し、平成23年４月１日より旭化成

エレクトロニクス株式会社での販売となりました。 

  

収支面につきましては、世界経済の回復の鈍化や東日本大震災の影響により電子部品需要の伸びは予

想を下回り、また円高の進行による減収影響もあり、固定費の削減等による増益効果はあったものの、

営業損失は482百万円(前年同四半期は223百万円の利益)、経常損失は660百万円(前年同四半期は９百万

円の損失)となりました。また、当第２四半期連結累計期間において投資有価証券評価損を計上したこ

と等により、四半期純損失は711百万円(前年同四半期は248百万円の損失)となりました。 
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①資産、負債、純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末の財政状態としましては、引き続き資産の効率運用及び財務体質の健全

化に努めましたが、四半期純損失の計上等により、財政状態は前期末より悪化しております。 

資産の部は、投資により固定資産は増加したものの、売上債権の減少、投資有価証券評価損の計上や

投資有価証券の売却等により、前期末比2,907百万円減少の36,390百万円となりました。 

負債の部は、借入金は増加したものの、仕入債務の減少等により、前期末比2,000百万円減少の 

21,226百万円となりました。 

純資産の部は、四半期純損失を計上したことや、評価・換算差額等の影響により、前期末比907百万

円減少の15,164百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、減価償却費707百万

円、売上債権の減少2,544百万円、たな卸資産の減少415百万円となりました。一方、主なキャッシュ・

アウト要因としまして、税金等調整前四半期純損失605百万円、仕入債務の減少2,753百万円となりまし

た。以上の結果、66百万円のキャッシュ・インとなりました。前年同四半期比では60百万円の資金減少

となりました。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、有形固定資産の売却

による収入394百万円、投資有価証券売却による収入333百万円となりました。一方、主なキャッシュ・

アウト要因としまして、有形固定資産取得による支出1,820百万円となりました。以上の結果、1,093百

万円のキャッシュ・アウトとなりました。前年同四半期比では546百万円の資金増加となりました。 

  

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期・短期借入金の増加、セール・アンド・リースバックに

よる収入等により、1,050百万円のキャッシュ・インとなりました。前年同四半期比では1,106百万円の

資金減少となりました。 

  

以上の要因と、海外事業所の為替換算差額、及び新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額によ

り、当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比

べ83百万円増加し、7,810百万円となりました。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報
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下期の予想につきましては、第２四半期連結累計期間までの実績、及び直近の為替と受注動向を勘案

し、平成23年２月14日に公表した通期の業績予想を下記のとおり修正いたしました。なお、詳細につき

ましては、本日（平成23年８月４日）公表の「通期業績予想の修正及び配当予想の修正に関するお知ら

せ」をご参照ください。 

  

(平成23年12月期 通期連結業績予想) 

  売上高      ２９０ 億円 

  営業利益       ０ 億円 

  経常利益      △３ 億円 

  当期純利益     △４ 億円 

 ※平成23年下期想定レートは１ＵＳ＄＝80円としております。 

  

なお、業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。なお、当第２四半期連結累計期間より東光電子(南昌)有限公司が新たに提出

会社の連結子会社となりました。 

  

《簡便な会計処理》 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変 

化が無いと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し 

ております。 

  

② 棚卸資産の評価方法 

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年 

度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

  

１．会計処理基準に関する事項の変更 

該当事項はありません。 

  

２．表示方法に関する事項の変更 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記してお

りました「貸付けによる支出」（当第２四半期連結累計期間△０百万円）は、重要性が乏しくなった

ため、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。 

２．前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記してお

りました「貸付金の回収による収入」（当第２四半期連結累計期間２百万円）は、重要性が乏しくな

ったため、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,903 7,821

受取手形及び売掛金 7,008 9,463

商品及び製品 3,117 3,479

仕掛品 300 301

原材料及び貯蔵品 1,872 1,919

繰延税金資産 58 59

その他 1,203 1,659

貸倒引当金 △50 △48

流動資産合計 21,414 24,657

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,495 10,487

機械装置及び運搬具 19,633 19,692

工具、器具及び備品 5,855 5,842

土地 1,526 1,546

リース資産 417 15

建設仮勘定 869 297

減価償却累計額及び減損損失累計額 △26,382 △26,261

有形固定資産合計 12,414 11,620

無形固定資産 51 61

投資その他の資産

投資有価証券 1,440 2,038

繰延税金資産 24 24

その他 1,052 902

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 2,509 2,958

固定資産合計 14,976 14,640

資産合計 36,390 39,298
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,748 5,554

短期借入金 8,242 7,323

1年内償還予定の社債 1,000 1,000

リース債務 78 3

未払法人税等 116 146

賞与引当金 244 328

その他 2,012 2,056

流動負債合計 14,442 16,413

固定負債

長期借入金 2,781 3,060

リース債務 326 7

繰延税金負債 364 391

退職給付引当金 2,733 2,795

役員退職慰労引当金 37 39

その他 539 518

固定負債合計 6,783 6,813

負債合計 21,226 23,226

純資産の部

株主資本

資本金 16,446 16,446

資本剰余金 5,604 6,123

利益剰余金 △1,288 △1,095

自己株式 △450 △449

株主資本合計 20,311 21,023

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 261 509

為替換算調整勘定 △6,024 △6,074

評価・換算差額等合計 △5,762 △5,565

少数株主持分 615 613

純資産合計 15,164 16,071

負債純資産合計 36,390 39,298
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(2) 四半期連結損益計算書

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日)

売上高 19,130 13,811

売上原価 15,218 10,890

売上総利益 3,912 2,921

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 1,238 1,137

賞与引当金繰入額 183 96

退職給付引当金繰入額 115 150

研究開発費 635 517

その他 1,514 1,502

販売費及び一般管理費合計 3,688 3,403

営業利益又は営業損失（△） 223 △482

営業外収益

受取利息 8 9

受取配当金 22 22

その他 50 16

営業外収益合計 80 48

営業外費用

支払利息 106 115

為替差損 129 78

海外源泉税 2 －

持分法による投資損失 22 0

その他 52 32

営業外費用合計 314 226

経常損失（△） △9 △660

特別利益

固定資産売却益 0 9

貸倒引当金戻入額 6 －

投資有価証券売却益 － 120

関係会社清算益 4 －

新株予約権戻入益 61 －

特別利益合計 71 130

特別損失

固定資産処分損 89 1

投資有価証券評価損 154 67

その他 4 6

特別損失合計 249 75

税金等調整前四半期純損失（△） △187 △605

法人税、住民税及び事業税 135 128

過年度法人税等 △3 △31

法人税等調整額 △81 △15

法人税等合計 50 81

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △237 △687

少数株主利益 11 24

四半期純損失（△） △248 △711
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △187 △605

減価償却費 817 707

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 0

受取利息及び受取配当金 △30 △32

支払利息 106 115

持分法による投資損益（△は益） 22 0

有形固定資産処分損益（△は益） 89 △7

投資有価証券売却損益（△は益） － △120

投資有価証券評価損益（△は益） 154 67

ゴルフ会員権評価損 4 －

関係会社清算損益（△は益） △4 －

売上債権の増減額（△は増加） △385 2,544

たな卸資産の増減額（△は増加） △942 415

仕入債務の増減額（△は減少） 497 △2,753

退職給付引当金の増減額（△は減少） △29 △61

その他 266 △9

小計 374 259

利息及び配当金の受取額 30 32

利息の支払額 △118 △114

法人税等の支払額 △161 △111

営業活動によるキャッシュ・フロー 126 66

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △22 －

有形固定資産の取得による支出 △1,616 △1,820

有形固定資産の売却による収入 1 394

投資有価証券の売却による収入 － 333

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 1 －

関係会社の整理による収入 4 －

その他 △6 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,639 △1,093

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 446 776

社債の償還による支出 △500 －

長期借入れによる収入 2,750 595

長期借入金の返済による支出 △490 △715

セール・アンド・リースバックによる収入 － 402

リース債務の返済による支出 － △8

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △48 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,157 1,050

現金及び現金同等物に係る換算差額 △396 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 247 26

現金及び現金同等物の期首残高 8,860 7,727

決算期変更による現金及び現金同等物の増減額（△は
減少）

△141 －

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 57

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,966 7,810
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当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

  該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

4. 補足情報
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